
 

令和 4 年 3 月 31 日 

 

自発的な研究活動の実施手続きについて（フローチャート） 

 

外部研究費で雇用される特任教員・博士研究員（以下「特任教員等」）が、雇用財源のプロ

ジェクト以外に自発的な研究活動を実施する場合の、実施手続きに係るフローチャートは下記の

とおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜競争的研究費＞ 

科研費や厚労科研費、AMED 等、省庁等の公募により競争的に獲得される経費のうち、研究

に係るもの 

＜自発的な研究活動の実施手続き（学内専用 HP）＞ 

 https://www.yokohama-cu.ac.jp/res_pro/res_exps/parttime/jihatsuteki.html 

特任教員等の雇用財源が競争的研究費である。 

Yes 

エフォートの 10％を上限に自発的な研究活動が可能
です。 
 
＜実施手続き＞ 

不要 
 

＜自発的な研究活動に係るエフォート分の人件費＞ 
雇用財源のプロジェクトへの戻入なし 

特任教員等が PI として競争的研究費を実
施する自発的な研究活動である。 

No 

エフォートの 10％を上限に自発的な研究活動が可能
です。 
 
＜実施手続き（●）＞ 

①特任教員等の受入時又はエフォート変更時、エフ
ォート申告書を研究費担当課へ提出する。 

  ②半年に一回、従事状況報告を研究費担当課へ
提出する。 

  ③毎年度終了時及びプロジェクト終了後、エフォー
ト報告書を研究費担当課へ提出する。 

 
＜自発的な研究活動に係るエフォート分の人件費＞ 

雇用財源のプロジェクトへの戻入あり 

No 

下記の実施条件を全て満たしている。 
①自発的な研究活動を開始する年度の 

4 月 1 日時点で 40 歳未満であること。 
②特任教員等が自発的な研究活動の実施

を希望していること。 
③実施する自発的な研究活動が雇用財源

のプロジェクトに資するものであり、当該
プロジェクトの推進にも支障がないこと。 

Yes 

エフォートの 20％を上限に自発的な研究活動が可
能です。 
 
＜実施手続き＞ 

①自発的な研究活動を実施する 2 ヵ月前までに
承認申請書を研究費担当課へ提出し、研究推
進委員会の承認を得る。 

②申請内容に変更が生じたときは、変更承認申
請書を研究費担当課へ提出し、研究推進委員
会の承認を得る。 

③毎年度終了後及びプロジェクト終了後に活動
報告書を研究費担当課へ提出する。 

  上記①～③に加え、●の手続きも必要です。 
 
＜自発的な研究活動に係るエフォート分の人件費＞ 

雇用財源のプロジェクトへの戻入なし 

Yes 

No 

 

特任教員等の雇用財源の PI（受入教員）にとって 

人件費の戻入はありませんが、特任教員等が自発的にプ

ロジェクトを推進する経験は、若手研究者の育成と今後の

キャリアパスの形成につながる大きなメリットがあります。 

 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/res_pro/res_exps/parttime/jihatsuteki.html

